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A. 研究目的 

 バイオテロに用いられる可能性のある病原体で

ある天然痘ウイルスとアフリカ大陸を常在国とした

サル痘ウイルスは同種のオルソポックスウイルス

属に属している。 

 サル痘については、今年に入って欧米を中心に

世界的に感染が確認されており、WHO は 2022 年

7 月 23 日に「国際的に懸念される公衆衛生上の

緊急事態」に当たると宣言した。病原性や感染経

路等不明な点も多い一方で、海外の症例報告によ

ると MSM（Men who have sex with Men）の感染者

数が多い状況である。 

 性行為に関連して感染するサル痘の流行防止に

向けた啓発に際して、MSM の中での流行情報に

関する取扱い次第で、MSM 集団に対して不当な

差別・偏見につながるリスクがある。したがって、

現場、特に HIV 対策において既に構築されている

コミュニティとつながっている NPO が主体となっ

て、ハイリスク層に対して、早急かつ集中して情報

を発信することが喫緊の重要事項である。 

 サル痘に関する情報の啓発を通じて、ハイリスク

層である MSM、特に性産業施設の利用者に対す

る注意喚起を進める。具体的には、行政担当者、

保健所、研究機関、医療機関そして各 NPO 等と

の協力によって、医学的情報や具体的な感染予防

策などを、より迅速に伝える方法を検討するととも

に、啓発後のアンケート調査等によって、その手法

別の効果も評価する。 

 これまで、国内では、サル痘に関する MSM コミ

ュニティへの効果的なリスクコミュニケーション手法

の研究はなく、緊急的な対応が必要である。  

 また、本研究の目的として、同種のオルソポック

スウイルス属である天然痘の万が一の事態に備
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えても、リスクコミュニケーション対策の検討や活

用に寄与することが期待される。 

 
B. 研究方法 

① MSM を対象としたサル痘の基礎情報及び予

防についての啓発 

 コミュニティセンターakta を基点に、支援団体

NPO や MSM all Japan(各地域のコミュニティセン

ターおよび予防啓発団体、全 10 団体)の協力によ

り、サル痘についての注意喚起、基礎知識、予防

の方法に関する啓発資材、ウェブサイトを作成し、

MSM 向けの商業施設利用者やスマートフォンアプ

リケーション利用者に対して集中して啓発を行う。 

 また、HIV 陽性者および医療機関向けにも啓発

を行う。同時に、今後報告が予測される大都市圏

(首都圏、愛知、大阪、福岡等)において、保健所等

や各種団体、MSM 向け商業施設オーナー等との

連絡会議を開催する。 

  

② 啓発の効果評価測定のためのオンライン調

査 

 MSM 向けのスマートフォンアプリケーションに広

告を掲示し、利用者にアンケートへの協力を呼び

かける。本調査専用のクローズドなウェブサイト

を、アンケートメーカー(Questant)を使用して構築

する。項目は基本属性、MSM におけるサル痘感

染発生の認知、サル痘についての予防啓発の認

知等 20 項目程度とし、10 分以内で回答できるも

のとする。対象者は生涯に同性と性行為経験のあ

る男性とし、回答者 2,000 名を目標としてリクルー

トを行う。 
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本研究においては、名古屋市立大学看護学部に

おいて必要な倫理審査を行い、承認を受けている
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C. 研究結果 
①MSM を対象としたサル痘の基礎情報及び予防

についての啓発 

 コミュニティセンターakta を基点に、支援団体

NPO や MSM all Japan(各地域のコミュニティセン

ターおよび予防啓発団体、全 10 団体)の協力によ

り、サル痘についての注意喚起、基礎知識、予防

の方法に関するウェブコンテンツをウェブサイト

「HIV マップ」に作成し(2/15、3/13 公開)、MSM 向

けの商業施設利用者やスマートフォンアプリケー

ション利用者に対して集中して啓発を行った(図表

1)。2/15〜3/31 までに 33,050 件のアクセスがあっ

た。 

 また、HIV 陽性者および医療機関向けに向けた

資材を開発し、3,000 部印刷を行った。各地の HIV

感染症診療拠点病院および支援団体等を通じて

配布を行っている(図表 2)。 

 さらに、3/4、5 にかけて、今後報告が予測される

大都市圏(首都圏、愛知、大阪、福岡)および各地

で、主に MSM の HIV・性感染症の予防啓発活動

を担うコミュニティセンターや NPO 等と、厚生労働

省、国立感染症研究所、国立国際医療研究センタ

ー、都立駒込病院の専門家との連絡会議を東京・

新宿で実施した。サル痘の流行および対策状況を

話し合うとともに、各地で取り組む啓発や体制整備

について検討を行った。   

 

②啓発の効果評価測定のためのオンライン調査 

 MSM 向けのスマートフォンアプリケーションに広

告を掲示し、利用者にアンケートへの協力を呼び

かけた。本調査専用のクローズドなウェブサイト

を、アンケートメーカー(Questant)を使用して構築

し、項目は基本属性、MSM におけるサル痘感染

発生の認知、サル痘についての予防啓発の認知

等 20 項目程度とした。対象者は生涯に同性と性

行為経験のある男性とし、2/17〜3/9 までに有効

回答者数 1,945 名、そのうち MSM が 1,880 名だっ

た。単純集計の結果を図表 3 に示す。また、アン

ケートの結果をコミュニティおよび行政・医療機関

へ資材を作成し、フィードバックを行った(図表 4)。 

 

D. 考察 

日本国内では、2022 年 7 月にはじめてのサル

痘感染事例が報告され、月に 1 人～2 人くらいで

推移してきた。当初は海外渡航歴がある人がほと

んどだったが、2022 年 9 月下旬からは海外渡航

歴がない／日本への入国直後の人との接触が確

認できない事例が見られるようになった。 

2023 年に入ると、これまでに 1 月・2 月・3 月で

72 人と急増しており、72 人全員が男性（20 代～

60 代）で、首都圏（東京・神奈川・埼玉・千葉）在

住が中心だが、３月からは大阪や茨城、徳島など

他の地域でも報告がある。2 人をのぞいて海外渡

航歴ないため、すでに、日本国内での感染が拡

大していることが懸念される。 

 2022 年度に取り組んだサル痘の啓発の基盤・

体制づくりおよび、ベースラインとなる調査結果

は、2023 年度の対策においてさらなる活用の重

要性が高まっている。 

 
E. 結論 

現在のサル痘感染報告において、世界的にはハ

イリスク層は MSM に集中しており、また、これまで

の現場情報から、性産業施設の利用歴も報告され

ているため、迅速な啓発が急務であるが、対象と

なるハイリスク層に行政が直接介入することは困

難である。そのため、MSM に対する啓発実績があ

る NPO が主体となり、行政・医療機関との調整を



おこなった。現場のコミュニティと繋がっている

NPO が自治体等との密接な連携により、多種多様

な啓発を迅速かつ集中的に行うことで、効果的に

ハイリスク層へのリスクコミュニケーション手法を確

立することができた。 
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図表１ ウェブサイトHIVマップ上のサル痘啓発記事(https://hiv-map.net/post/mpox/) 

 
 
 
 
 







図表 2 MPOX GUIDE BOOK 

 
 

 
 
 
 
 
 



 

 



 

 



 
 



 



 

 
 



 
 

 
 
 



 

 
 
 



図表 3 アンケートの集計（全体、年齢階級別） 

 
 



 



 



 



 



 



図表 4 アンケートフィードバックフライヤー 

 
 



 


